
障害福祉サービス又は地域相談支援における計画相談支援の流れ(事業者用）

＊サービス利用者（継続・新規）が、専門員や
市に相談する。

①介護給付費申請書
・世帯状況の確認
 ・収入状況を市に報告する。

＊市は、サービス利用者（新規・継続）に対し、
指定特定相談支援事業者が作成する
「サービス等利用計画案」の提出を求める。
②サービス利用者に渡す書類
　　・ｻｰﾋﾞｽ等利用計画の作成についてのご案内
　　・計画相談支援ご利用の流れ
　　・計画相談支援事業者一覧

＊利用者と事業者が、重要事項説明及び
計画相談支援の提供について利用契約締結
（新規者のみ契約する）

契約の連絡

*市は認定調査を行い医師の意見書を準備する。

＊審査会後、市は区分認定を行い、利用者へ
　③障害支援区分認定通知書　
にて結果を通知する。

（介護給付費申請者のみ）

＊専門員によるサービス等利用計画案
の作成

　サービス等利用計画案の作成 　・利用者宅等への訪問面接によるアセスメント
　　を行い利用案作成
　・計画案について利用者の同意を得て
　④サービス利用等計画案を利用者に交付

利用者が、市へ以下の書類を提出する。
④サービス等利用計画案
（利用計画案・週間計画表（案）・基本情報）
⑤計画相談支援給付費・障害児相談支援
給付費支給申請書
⑥計画相談支援・障害児相談支援依頼
（変更）届出書

※区分認定審査が必要な方→計画案の提出は区分認定後３週間（新規申請者は１週間以内）

※区分認定審査の必要のない方→計画案の提出は作成依頼があってから３週間（新規申請者は１週間以内）

支給決定後、市は
⑦介護給付費支給決定通知書
⑧計画相談支援給付費・
　障害児相談支援給付費支給通知書
⑨障害福祉サービス受給者証
を利用者に送付する。

＊専門員は、支給決定内容を踏まえて、サービス事業者

との調整を行うとともに、サービス担当者会議を開催し

計画案の説明とともに、サービス担当者から意見を求め

⑩サービス等利用計画
の作成を行い、計画について利用者等に説明し、同意を得て
利用者、担当者に交付するとともに、市に提出

※計画の市への提出期限は支給決定後２週間（新規申請者は１週間以内）

＊相談支援給付費の請求 アセスメント *サービス提供事業者によるサービスの提供
＊相談支援給付費の受領 ↓ ＊上限額管理事務（該当する場合のみ）

個別支援計画 　　・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞが毎月の人→相談支援事業所
（個別支援会議） 　　・それ以外の人→サービス事業者
↓
個別支援計画 *相談支援事業者が、サービス事業者、
の実施 　その他関係機関との連絡調整
↓
モニタリング ＊相談支援事業者が利用者宅訪問等による

モニタリング実施、記録作成
＊モニタリングの結果に応じて計画の変更
(サービス担当者会議の開催）

　⑮ ＊モニタリング後、相談支援専門員は、
必要書類を市に提出するとともに
本人に⑮モニタリング報告書を交付
別紙：障害福祉サービス支給決定プロセスとサービス等

　　　　利用計画の市への提出様式　参照

＊市はモニタリング期間等を変更した場合
⑯　モニタリング期間変更通知書
を利用者に通知する。

サービス事業者 　　　　市
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